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管渠の一部増径



■計画の考え方
・公共下水道城東川雨水幹線は、
佐賀市排水対策基本計画
（Ｈ26.3策定、Ｒ2.6改訂）の
中期対策として、市街地北部に
位置する高木瀬地区の浸水被害
の軽減を図るため、整備を促進

・排水阻害の原因となっている狭
窄部を解消することで上流部の
スムーズな流下に繋げる。

◆管渠の一部増径 佐賀県佐賀市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・佐賀市の平野部は水路やクリークが張り巡り、干満差の大きい有明海
と脊振山地に囲まれた低平地

・満潮位や河川水位より土地が低く、排水不良を起こしやすい地形的特
性であるため、大雨時に浸水被害が頻発

■課題
・地域ごとにさまざまな形態をなす用排水システムや、地形や土地利用
などの地域特性に応じたきめ細かな対策が必要

■対策の概要
・ W1500×H1000からW5500×H2400の管渠に改築を行い、
計画流量9m3/sを確保する。

■対策の効果
・既設の狭窄部を計画断面に改修し、排水機能を向上させることにより、
頻発する浸水被害の軽減を図ることができた。

対策後
被災状況 被災状況

位置図

佐
賀
市

対策後対策前

計画断面

平面図

今回対策箇所

対策前



小規模管路間のネットワーク化・バイパス化



◆小規模管路間のネットワーク化・バイパス化 大阪府大阪市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■対策の効果
• 対策実施箇所については、令和2年度末時点で浸水が発生していな
いことを確認しております。引き続き、浸水した地区について、枝
線管渠のネットワーク化等の「面の対策」ならびに「点の対策」を
実施することで、浸水被害の早期の解消を図っていきます。

■現況
• 大阪市では、計画降雨に対する浸水対策として大規模な下水管渠や
ポンプ場の整備を進めてきた結果、雨水対策整備率は約８０％に達
しています。一方で全国的に近年多発する局地的な大雨では、甚大
な被害が発生している状況であり、効果的・効率的な浸水被害軽減
の取組が求められています。

■計画の考え方・経緯

• 大阪市では、平成２３年から３年続けて、局地的大雨によって各地
で浸水被害が発生したことを受け、局地的な浸水被害の軽減を目的
とした「集中豪雨被害軽減対策」に取り組んでいます。局地的な浸
水被害の発生箇所について、雨水の入り口である「ます」や、道路
を横断する「側溝」の増設など、比較的時間のかからない「点の対
策」と、枝線管渠のネットワーク化など、地区の特徴を踏まえた「
面の対策」を実施することとしています。

■対策（枝線管渠のネットワーク化）の概要
• 枝線管渠のネットワーク化は、局地的な浸水被害に対して、小規模
な下水管の能力不足が原因となる地区などに適用しています。

• 隣接する浸水被害がない地域の管渠とネットワーク化し、周辺地域
を含む管路の能力を有効活用することにより、浸水被害軽減を図る
ものです。

※市設置雨量計で計測（参考値）

平成２３年８月２７日の浸水状況
（大阪市中央区）

平成２４年８月１４日の浸水状況
（大阪市城東区）

平成２５年８月２５日の浸水状況
（大阪市北区）



◆小規模管路間のネットワーク化・バイパス化 広島県広島市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・広島市東区の戸坂中島排水区は、5年
確率降雨（46㎜/h）を対象として施設
（枝線管きょ）整備を行っているが、
既設幹線水路の断面（流下能力）が不
足しているため、計画規模未満の降雨
で浸水が発生。

■対策の概要
・バイパス管（Ⅰ期） Φ1,350ｍm L≒570ｍ
・バイパス管（Ⅱ期） Φ1,350ｍｍ L≒440ｍ

■計画の考え方
・既設幹線水路が満水となった際に、雨水を別ルートに排水するバイパス管
（Φ1,350㎜）を整備することで当該水路の能力を補完し、浸水被害の解消
を図る。

■経緯
・既設幹線水路は、埋設してある道路が狭隘なうえ、地下埋設物が輻輳して
おり、改修（拡幅）が困難なため、別ルートにバイパス管を計画。

■対策に至る比較検討など
・既設幹線水路の改修（拡幅）のほか、貯留施設の築造、隣接排水区との
接続などについて検討した結果、最適案としてバイパス管を選定。

■対策の効果
・付加的施設としてバイパス管を整備することにより、既存ストック（既
設幹線水路）の能力を最大限活用した上で効率的・効果的に浸水被害を
解消。

■課題
・計画規模降雨における浸水被害を解消
するため、既設幹線水路の能力増強が
必要。

戸坂中島ポンプ場

汚水中継ポンプ場

■工夫
・バイパス管の施工条件や対策にかかる事業費（財源に応じた事業可能量）
を勘案し、Ⅰ期、Ⅱ期に分けた段階的整備計画を立案。



改築にあたっての既存施設等の有効活用



◆改築にあたっての既存施設等の有効活用 兵庫県神戸市

■ 課題

■ 中部処理場の廃止について

■ 浸水対策の概要 （地下構造物の有効活用）

■ 浸水対策の効果

■浸水被害
中部処理場周辺の兵庫区「和田岬地区」は神戸市内でも屈指の低地盤地区
であり、大雨による道路冠水、床上浸水が度々発生していた。

■課題
平成19年度より浸水被害解消に向けて雨水幹線の整備や雨水ポンプ場の整
備を進めてきたが、中部処理場周辺地区においては特に地盤が低いため過
去最大降雨規模では浸水が発生する。

■対策の概要
廃止が決定した中部処理場の水処理施設の一部を雨水貯留施設として活用するこ
とで地域の治水安全度を向上させる。

■整備内容 （右側写真）

生物反応槽の側壁、底版部は残し、内部にプラスチック製の貯留材を設置して貯
留施設を整備した。

■中部処理場の廃止
中部処理場は、市内で最も古い処理場（昭和33年供用）であり、震災の影響
もあり老朽化が進行していた。そのため震災後に整備したネットワークシス
テムを活用し、平成22年の廃止に向けて、中部処理場の機能を垂水処理場に
移転する事業を進めた。

■撤去工事の実施
地中の構造物撤去は、地下水位が高く地盤も緩いことから大規模な仮設工事
や地下水対策が必要となる上、周辺建築物への影響が懸念されることから、
地中に構造物を残置して跡地利用を行う方法について検討した。

■対策の効果
昭和47年7月に記録した既往最大降雨を用いて浸水シミュレーションを行い、
床上浸水が発生せず車の通行が可能である浸水深以下になるように設定した。
◎ 貯留容量 5,800 ㎥ ◎ 工事期間 平成25～26年（2カ年）

地上部施設の撤去が終わり整地された跡地 雨水貯留施設の整備状況

位置図 撤去工事が進む中部処理場（平成24年） 断面図と貯留容量



既存管路活用と相乗して能力を高める雨水貯留施設整備



◆既存管路活用と相乗して能力を高める雨水貯留施設整備 高知県高知市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・ JR高知駅や商業施設がある高知市北江ノ口地区は，１時間
降雨量30～40mm程度でたびたび浸水被害が発生。

■課題
・ 当地区は実験式で整備されている合流区域であり，現行整
備水準である合理式77ｍｍ/ｈの半分以下の排水能力しかない。

■対策の概要図

■計画の考え方
・ 現行整備水準である合理式77mm/h（5年確率）に対応するため，
雨水貯留管を整備し，既存下水道施設と合わせて排水能力の向上を
実施。

■対策検討の経緯
・ 施設整備計画について２ケースを検討。

ケース１：既設ポンプ場の能力増強＋増補管の整備
ケース２：既設ポンプ場（現有能力）＋雨水貯留管の整備
⇒ 既設ポンプ場は住宅地の狭い敷地に建設されており，既設ポ
ンプ場の能力増強が困難であることから，ケース２（雨水貯留
管の整備）を採用。

■対策の効果

・ 令和2年7月豪雨では，最大
貯留量である26,400m3を貯
留（貯留容量の100％）し，
当地区の浸水被害の軽減に大
きく寄与。

・ 平成29年3月の一部供用開始

以降、雨水貯留管への流入実績

は96回(令和3年3月末時点)

浸水状況（H22年10月）浸水状況（H26年8月3日）

文

文

文

文

文

文

江ノ口
ポンプ場

高知地方気象台
比島観測露場

JR高知駅

江ノ口雨水貯留管

分水施設

既設幹線管渠

過去の浸水箇所(H22･H26)

北江ノ口分区

凡　　例

【江ノ口雨水貯留管の概要】
・事業期間：平成23～29年度
・総事業費：約50億円

●江ノ口雨水貯留管
・供用開始：平成30年3月（貯留管+分水施設)
・貯留量 ：26,400㎥
・東西 ：直径 3.50m，延長 2,661m
・南北 ：直径 1.65ｍ，延長 420m
・分水施設：9箇所
●排水施設
・排水ポンプ能力 1.5㎥/ｓ(φ600㎜×2台）

比島観測露場の降雨データ

側
溝

貯留管

マンホール

整備イメージ図

雨水貯留管(内部）



◆既存管路活用と相乗して能力を高める雨水貯留施設整備 福岡県福岡市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・堅粕地区は御笠川河口付近の右岸に位置
しており、流域の約70%がポンプによる
強制排水が必要となる低地部である。

■課題
・平成11年6月29日、平成15年7月19日に
甚大な浸水被害を受けた。

■対策の概要
・堅粕第1ポンプ場増強 15.3m3/s →18.4m3/s
・東比恵雨水調整池 7,500m3
・1号流入管 φ1,000 L=約350m、2号流入管φ1,000～1,800 L=約440m

■工夫
・既設雨水幹線及びポンプ場の10年確率への能力増強が困難であったこと
から、現況能力（5年確率相当）以上の雨水については，
上流部に雨水調整池を整備し，浸水被害の解消・軽減を図った。

■計画の考え方
・既存ポンプ場は現況施設内で対応可能な範囲まで能力増強するものとし、
それ以上の雨水については雨水流出抑制施設等を整備し，10年確率
降雨（59.1mm/h）に対応することとした。

■経緯
・平成17年にポンプ場の能力増強及び雨水調整池の事業計画変更。
・平成18～22年に事業実施。

■対策に至る比較検討など
・ポンプ場や雨水幹線の能力増強など流下式による10年確率への雨水計画の見直
しを行っていたが、都心部であるため整備に要する用地の確保が困難であった。

■対策の効果
・整備完了後の平成23年以降、平成25年の時間雨量72.5mmの降雨を
はじめ、浸水被害は発生していない。

H15被災状況（博多駅周辺）

当該箇所

位置図

N



流下貯留型化による雨水貯留施設の有効活用



◆流下貯留型化による雨水貯留施設の有効活用 愛知県名古屋市

■ 現況と課題

■ 経緯・計画の考え方

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・平成１２年の東海豪雨を受け、名古屋
駅周辺地域には、名駅、名駅南、新道、
権現通の4箇所の雨水貯留施設などの
整備を進めてきた。

■課題
・それぞれの施設は貯めきり型であり、連
続する降雨には対応できない。

・各雨水貯留施設の対象地域が限られる
ため広域的な対策ができない。

■対策の概要
・名古屋中央雨水調整池（内径
5,750mm、延長約5,000ｍ、
貯留量104,000m³）を整備
するとともに、既存の４箇所
の雨水貯留施設と接続した。
あわせて、名古屋中央雨水調
整池と末端に整備する広川ポ
ンプ所（深さ65ｍ、総排水量
13ｍ³/秒※）を導水管によっ
て接続することで、排水しな
がら貯留を行う流下貯留型の
施設とした。
これにより、連続的かつ広域
的な浸水対策を行うことが可
能となった。
※他地域の排水量(約3m³/秒)を
含む

平成20年8月 西区那古野地区

■経緯
・平成１２年の東海豪雨を受けたこと
による対策を進めている中で、平成
20年８月末に発生した豪雨により、
名古屋駅を含む周辺地域で浸水被害
が発生した。当該地域は都市機能が
集積しており、再度浸水被害が発生
するのを防ぐためにも既存の浸水対
策を含めた新たな浸水対策を早急に
進めることが必要であった。

■計画の考え方
・新たに雨水貯留施設を建設し、既存の雨水貯留施設と連結することで
広範囲の対策を行うこととした。
さらに、新設する雨水貯留施設は導水管を経由して新設するポンプ所
と接続することで、連続排水しながら貯留を行う流下貯留型化により
対策効果の向上が図れるよう計画した。

■対策の効果
・この整備により、名古屋地方気象台における10年確率降雨である
１時間63ｍｍの降雨に対して浸水被害のおおむね解消を図るとと
もに、名古屋地方気象台における過去最大の１時間雨量である約
100ｍｍの降雨に対して床上浸水のおおむね解消を目指す。

位置図



◆流下貯留型化による雨水貯留施設の有効活用 福岡県福岡市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・博多駅周辺地区は2級河川に近接し，また，
大規模な地下街を有しており，人口及び
資産等が集中している地区である。

■課題
・平成11年6月29日，平成15年7月19日に
甚大な被害を受けた。

■対策の概要・工夫

■計画の考え方及び経緯
・福岡市では，10年確率降雨である59.1㎜/hでの整備を進めているが，当該地
区は大規模な地下街を有しており，過去に浸水被害が生じたことから，
『雨水整備レインボープラン博多』を策定し，整備水準を平成11年6月29日
の実績降雨である79.5㎜/hまで引き上げた。

■対策の検討結果
・従来の整備水準である59.1㎜/hについては，雨水排水施設で対応し，
貯留・浸透施設を新たに整備することで79.5㎜/hに対応することとした。

■対策の効果
・本事業は平成16年に着手し平成24年に主要施設の全てが完成した。
平成24年以降，平成25年の時間雨量72.5mmの降雨をはじめ、
浸水被害は発生していない。

当該箇所

位置図

H11被災状況

・新たに整備する雨水管の
管径を大きくして流下機
能と貯留機能を併用させ
た。
雨水貯留管では約3万ｍ3
の雨水を貯めることがで
きる。

雨水排水施設
●雨水管渠
●ポンプ場

雨水貯留施設
●雨水貯留管

雨水浸透施設
●浸透側溝

総合的な浸水対策

雨水整備水準：59.1㎜/h → 79.5㎜/h



合流式下水道施設の多目的化
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◆合流式下水道施設の多目的化 埼玉県さいたま市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・白幡2号幹線の完成により、当該地区は5年確
率（55.5mm/h）の整備が完了した。

■課題
・近年、市内各地で計画降雨を上回る集中豪雨
等による浸水被害が頻発している。また、気
候変動を考慮した計画降雨の見直しについて
検討する必要がある。

■対策の概要
・南部第10処理分区は、既計画において51.8mm/h、流出係数0.4により整
備され、都市化の進展による流出係数の増大と近年の集中豪雨により浸水
被害が頻発していた。そこで、降雨強度を55.5mm/h（5年確率）、流出
係数0.63として見直しを行った。その結果、白幡地区では浸水対策として
10,400m3の貯留が必要となり、合流改善対策として必要な14,200m3と
合わせ、24,600m3の貯留施設（泥土圧式シールド工法、外径
◎4,280mm、内径◎3,700mm、延長2,316m、浸水対策分水人孔5箇所、
合流改善分水人孔3箇所）を整備することとした。

■工夫
・一級河川笹目川周辺の白幡地区の浸水被害軽減と合流式下水道の改善によ
る笹目川の水質保全を目的とし、質及び量対策の両方を限られた施工用地
にて実現させるため、１本の管路で貯留する計画とした。

■計画の考え方
・白幡2号幹線は南部第10処理分区において、合流改善対策として14,200m3
の初期降雨を、浸水対策として10,400m3のピーク降雨を貯留する合計
24,600m3の貯留施設である。なお、合流改善対策と浸水対策は対象降雨
強度が異なる。合流改善対策として初期雨水が流入した後に、降雨が強まっ
た場合に浸水対策分が流入する順序となるため、合流改善対策分水地点で計
画取水量が流入した時点で、ゲート設備により取水停止することとしている。

■経緯
・平成15年の下水道施工令改正により、吐口からの雨天時放流水量を減少さ
せる適切な措置の必要性と、放流水の水質基準が規定され、本市は平成25
年度までに緊急改善対策を完了することを義務付けられた。また、白幡地区
は浸水常襲区域であり、浸水対策も喫緊の課題であった。

■対策の効果
・供用開始後、過去に浸水被害が発生した同一規模程度の降雨に対して
浸水被害が激減している。

白幡２号幹線

供用開始

平成10年
9月15日

平成11年
7月21日

平成16年
10月9日

平成17年
9月4∼5日

平成18年
5月24日

平成25年
10月15日

平成28年
8月22日

平成29年
8月19日

令和元年
10月12日

令和2年
8月13日

台風5号 大雨 台風22号 大雨 大雨 台風26号 台風9号 大雨 台風19号 大雨

時間最大雨量（mm/h） 34 56 28 56 48 33 57 54 50 49
総雨量（mm） 184 75 230 162 67 209 143 62 303 49

※写真は隣接排水区



大規模幹線等の雨水貯留施設としての利用



◆大規模幹線等の雨水貯留施設としての利用 神奈川県横浜市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況（整備前）
・鶴見川流域は昭和40年代から急速に都市化
→流域の保水・遊水機能の低下

■課題
・雨水が河川や水路に一気に流れ込むようになり、浸水被害の危険性が
増加

■対策の概要及び工夫
・5年確率降雨から10年確率降雨への対応施設として大規模貯留幹線を整備
・延長約20㎞、流域面積4,536ha、貯留量約41万㎥
・本線5工区、支線5工区に分けて工事を実施

⇒下流区間から整備し、竣工区間と施工区間の工区境に隔壁を設置す
ることで、竣工区間から順次、暫定供用を実施

■計画の考え方
鶴見川流域の総合治水対策の一環として、下水道事業では10年確率降雨
に対応する施設整備を実施

■経緯
・昭和56年「鶴見川流域整備計画」策定
・平成元年「新鶴見川流域整備計画」策定
・平成2年度に新羽末広幹線及び支線を事業計画として認可

■対策の効果
・全長約20ｋｍの大規模幹線で工事着手から本格供用開始までに約20年
（平成3年度～24年度）を要した幹線であるが、一部を段階的に供用開始
することで、効果の早期発現につなげた。

図 鶴見川流域の市街化の返還（出展：鶴見川流域水害対策計画）

施設イメージ

写真

図 雨水貯留浸透能力の減少

右図
H18年度末供用開始状況

位置図



◆大規模幹線等の雨水貯留施設としての利用 京都府流域下水道

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況と課題
・高度経済成長期から急激に都市化が進行
・河川拡幅が困難
・幾度となく浸水被害が発生

■対策の概要
・排水面積 約 1,421ha

・対策量 約 24万m3

・計画対象降雨 61.1mm/時（1/10確率）

・計画概要（全体延長 約9.0km）

北幹線(内径φ3.0～8.5m) 約4,9km

南幹線(内径φ3.5m) 約4,1km

呑龍ﾎﾟﾝﾌﾟ場 ﾎﾟﾝﾌﾟ(5m3/s)3基

調整池

・事業費 約490億円

■事業経過

・平成８年度 工事着手

・平成13年 北幹線1号供用開始

・平成23年 北幹線2号､3号供用開始

・令和３年度 南幹線暫定供用(予定)

・令和５年度 完成（予定）

■位置図

向日市寺戸町永田地区
（平成１１年６月）

前田地下道における幼稚園バ
スの浸水 （平成20年7月）

■工夫
浸水被害を効果的に軽減する

ように、これまで甚大な浸水被
害が発生していた最上流部から
順次整備を進めることとし、北
幹線第１号管渠は、平成13年6
月に供用開始し、北幹線第2
号･3号管渠は、平成23年10月
に供用開始している。
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◆大規模幹線等の雨水貯留施設としての利用 大阪府大阪市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
• 大阪市の淀川以北に位置する大野処理
区と十八条処理区の抜本的な浸水対策
（計画降雨60㎜/h）として、大規模下
水道幹線の整備を進めています。

■課題
• 全体計画の完成までには長期間を必要
とするため、早期の効果発現が課題で
した。

■計画の考え方
• 淀の大放水路は、大野処理区と十八条処理区の2つの処理区にまた
がる、最大内径7.5m、総延長22.5kmの下水道幹線であり、淀川以
北の浸水対策として、平成3年度から順次、建設が進められていま
す。

■対策の効果
• 貯留施設の運用開始後の浸水戸数は減少傾向にあり、一定の浸水
被害軽減効果が確認できます。

■対策の概要
• 段階的に整備を進め、貯留運用が可能となった箇所から、順次暫
定供用を開始(管径φ2,000mm~6,000mm）し、浸水被害の解
消・軽減を図ることとしました。
平成 9年度 約5万m3の一時貯留開始
平成18年度 約9.5万m3の一時貯留開始
令和 2年度 約1.5万m3の一時貯留開始(大隅～十八条幹線)

一時貯留供用開始
減少傾向



◆大規模幹線等の雨水貯留施設としての利用（河川と連携）

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■対策の概要
・整備した地下河川と増補幹線を一体として貯留施設として運用する。
■工夫
・集水区単位で整備する増補幹線と集水区を超えて整備する地下河川を一体
的に運用することにより、より広範囲の集水区に跨る大規模貯留施設となっ
ている。

■対策の効果
・平成３０年７月豪雨では、地下河川や増補幹線等の整備により、約２０８．９万m3
の水を貯留し、過去の同程度の降雨時に比べ、浸水被害を大幅に軽減することができた。

大阪府寝屋川流域下水道

■ 現況と課題

■計画の考え方
・地下河川の下流部や流末ポンプ場の整備を待たず、整備した地
下河川と増補幹線を段階的に供用し、早期の効果発現を図る。
■経緯
・平成２年４月「寝屋川流域整備計画」の策定
・平成23年６月 南部地下河川と増補幹線 暫定貯留運用開始
・平成24年６月 北部地下河川と増補幹線 暫定貯留運用開始

■現況
・寝屋川流域はその大部分が低平地であり、
流域の約3/4は雨水が自然に河川に流れ込
まない「内水域」であることから、下水道
により雨水を集めポンプで強制的に河川へ
排水している。市街化も著しいため、河川
断面をこれ以上広げることも困難な状況に
ある。
・こうした状況の中、増大する雨水流出量
に対応するため、既存の下水管の能力不足
を補う第二の下水管として「増補幹線」を
計画し、その放流先を河川事業で実施する
地下河川とした。
・地下河川（北部・南部）は全長27㎞に
および、増補幹線はすべて合わせると60
㎞にもなる大規模な事業となっている。

■課題
・地下河川と増補幹線は、その整備に長期の時間を要し、現
在も、地下河川の下流部や流末のポンプ場は未整備である。

増補幹線と地下河川の関係図

地下河川、増補幹線の進捗状況（令和２年度末）

集水面積 貯留量

寝屋川北部地下河川 約5,000ha 地下河川 約26万m3
増補幹線 約20万ｍ3

寝屋川南部地下河川 約7,800ha 地下河川 約63万ｍ3
増補幹線 約38万ｍ3

雨量及び被害の比較

枚方地点

八尾地点

床下2
床上1床上

南部地下河川

平常時

直径：9.8ｍ

平成30年7月豪雨

※本資料の数値等は、寝屋川流域協議会調べによる。

床下



■現況
・寝屋川流域はその大部分が低平地であり、
流域の約3/4は雨水が自然に河川に流れ込
まない「内水域」であることから、下水道
により雨水を集めポンプで強制的に河川へ
排水している。市街化も著しいため、河川
断面をこれ以上広げることも困難な状況に
ある。
・こうした状況の中、増大する雨水流出量
に対応するため、既存の下水管の能力不足
を補う第二の下水管として「増補幹線」を
計画し、その放流先を河川事業で実施する
地下河川とした。
・地下河川（北部・南部）は全長27㎞に
および、増補幹線はすべて合わせると60
㎞にもなる大規模な事業となっている。

◆大規模幹線等の雨水貯留施設としての利用（下水単独）

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■計画の考え方
・北部地下河川のエリアの一部に浸水常襲区域があ
り、早急に対応する必要があったことから、放流先
となる北部地下河川の整備を待たずに先行して増補
幹線を整備し、増補幹線による単独貯留運用をする
ことした。
■経緯
・平成３年 「増補幹線」を計画に位置付ける
・平成６年～ 門真寝屋川（二）増補幹線に着手

■対策の効果
・最初に着工した門真寝屋川（二）増補幹線と中央（二）増補幹線は平成
12年に完成し、令和3年3月に接続する地下河川（守口調節池）が供用す
るまで増補単独の貯留運用を行った。
・その後、整備された３増補幹線についても、同様に増補単独の貯留運用
を行い、浸水被害を軽減した。

増補幹線 貯留量
（ｍ3）

貯留運用期間

門真寝屋川（二）増補幹線
中央（二）増補幹線

34,900
5,400

H12～R3.3
（約20年間）

大東（二）増補幹線 14,100 H16～H27.6
（約10年間）

門真寝屋川（三）増補幹線（二）
大東門真増補幹線

25,800
65,500

H25.6～H27.6
（約2年間）

■課題
・北部地下河川は他事業との調整もあり、南部地
下河川に比べ整備が遅れていた。

■対策の概要
・先行整備した増補幹線の端部に排水用のポンプを設置し、出水期は浸
水対策として、渇水期は合流改善対策として運用する。
（門真寝屋川（二）増補幹線・中央（二）増補幹線）

■工夫
・合流改善対策として運用するにあたっては、汚濁負荷の多いファース
トフラッシュを効率よく貯留するために、既設管渠から増補幹線への取
水堰を可動堰とした。

北
部
地
下
河
川

門真寝屋川（二）増補幹線
中央（二）増補幹線

門真寝屋川（三）増補幹線（二）

大東（二）増補幹線

大東門真増補幹線

北
部
地
下
河
川

■ 浸水対策の効果

大阪府寝屋川流域下水道



◆大規模幹線等の雨水貯留施設としての利用 福岡県福岡市

■ 現況と課題 ■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■対策の概要・工夫
・ 『雨水整備レインボープラン天神』の完了までには多大な事業費と
期間を要するため段階的な整備を行っている。
第1期事業（平成21年度～平成30年度）では，主な整備として，
流下機能と貯留機能を併せ持つ中部2号幹線・中部7号幹線の整備を
行った。
中部2号幹線・中部7号幹線の流下機能は那の津ポンプ場の整備が必要
となる。今後，那の津ポンプ場の整備を予定しているが，整備完了
までは，浸水対策の早期効果発現のため，貯留管として活用している。

■対策の効果

・第1期事業で整備が完了した中部2号幹線や中部7号幹線に約6万ｍ3の

雨水を貯留することにより，時間雨量59.1㎜/hに対応した。

■現況
・天神周辺地区は大規模な地下街を有して
おり，人口及び資産等が集中している
地区である。

■課題
・平成11年6月29日，平成19年7月12日に
甚大な被害を受けた。

当該箇所

位置図

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■計画の考え方及び経緯
・福岡市では，10年確率降雨である59.1㎜/hでの整備を進めているが，当該地
区は大規模な地下街を有しており，過去に浸水被害が生じたことから，
『雨水整備レインボープラン天神』を策定し，整備水準を平成11年6月29日
の実績降雨である79.5㎜/hまで引き上げた。

■対策の検討結果
・従来の整備水準である59.1㎜/hについては，雨水排水施設で対応し，
貯留・浸透施設を新たに整備することで79.5㎜/hに対応することとした。

平成11年被災状況

右写真：西日本新聞社提供

雨水排水施設
●雨水管渠
●ポンプ場

雨水貯留施設
●雨水貯留管

雨水浸透施設
●浸透側溝

総合的な浸水対策

雨水整備水準：59.1㎜/h → 79.5㎜/h

中部2号・中部7号幹線縦断図

中部2号・7号で
約6万ｍ3貯留可能



取水施設の早期整備



◆取水施設の早期整備 兵庫県明石市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■現況
・明石駅前地区の雨水は、道路側溝を経由して合流式下水道により排除さ
れるため、短時間豪雨や大型台風による浸水被害が毎年のように発生し
ていた。

■課題
・道路側溝は、古い諸元（確率年・流出係数）で整備された合流管へ接続
されたままとなっており、新しい諸元で整備された雨水幹線へ接続され
ておらず、雨水幹線が有効に活用されていなかった。

■対策の概要
・雨水幹線へ接続する取水施設の早期整備
①桜町雨水管（φ600mm～φ1,650ｍｍ）
②大明石町1丁目雨水管（φ250mm～φ1,200ｍｍ）

■工夫
・駅前再開発事業、国道拡幅事業で整備した新たな道路側溝を活用
することにより、一部の雨水管(枝線)の整備を省略した。

■計画の考え方
・雨水幹線の整備を、全延長1,200mのうち下流側500mまでとし、上流
700mの幹線整備より先行して雨水幹線への取水施設である雨水管(枝線)
を整備する。

■経緯
・雨水幹線近傍の浸水被害により、取水施設の早期整備が求められた。
・駅前再開発事業、国道拡幅事業に合わせた効果発現が求められた。
■対策に至る比較検討など
・効果的な取水施設の整備工程及び施設配置に関する検討を行った。

■対策の効果
・駅前再開発事業、国道拡幅事業に合わせ集中的に雨水管(枝線)の整備
を行い、雨水幹線に取水することにより、浸水被害の解消が図れた。

・流下先を合流管から雨水幹線へ変更したことにより、分流化が進み、
合流管及び処理場の負荷が軽減した。

■ 浸水対策の効果

被害状況（国道2号）
（1時間降水量 46mm）

浸水区域

国道２号

明石港



河川の調整池と下水道の雨水貯留施設の
直接接続等による連携



■現況
・当該排水区内において、下水道の雨水
レベルアップとしての増補管を整備し、
下水道施設の排水能力を上回る降雨に対
しては、下水道管より雨水を河川の流域
調節池に越流させ、連携して浸水被害を
防ぐ。
■課題
・地形や排水特性上、浸水被害を防ぐた
めの効果的な施設配置

◆河川の調整池（調節池）と下水道の雨水貯留施設の直接接続等による連携 大阪府東大阪市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■対策の概要
・下水道増補管については、既設の幹線より雨水を分水させ浸水被害を防ぐ。
・下水道施設の排水能力を上回る降雨に対しては、下水道管（既設幹線およ
び増補管）より流域調節池に越流させ、浸水被害を防ぐ。
■工夫
・下水道増補管は、流出制御方式による貯留併用施設であり、整備後段階的
に貯留運用を行いながら浸水に備えた。
・流域調節池についても、下水道増補管の整備水準に合わせた段階的な接続
（堰高の調整や接続管の変更など）による暫定供用により緊急かつ効率的に
浸水被害の軽減を図った。
・日頃より河川部局との連絡調整を密に行い、連携を図った。

■計画の考え方
・寝屋川流域における総合治水対策として、河川と下水道の施設分担計画上
1/10確率降雨までの処理を下水道が担う。本市では、実験式から合理式1/10
確率降雨への雨水レベルアップとして、増補管を整備する。
・さらに、下水道施設の排水能力を上回る降雨に対しては、放流施設以外の
内水浸水対策として、河川による流域調節池を整備する。
■経緯
・平成2年4月「寝屋川流域整備計画」の策定（総合治水対策の実施）
・平成4年2年「東大阪市雨水レベルアップ計画」の策定
→河川と下水道の相互連携による事業展開

■対策に至る比較検討など
・流域調節池の整備については、河川部局により下水道の排水能力を考慮し
た浸水シミュレーションなどを実施し検討を行った。

■対策の効果

昭和57年8月2日
・時間最大雨量 40mm
・10分間雨量 10mm
・連続雨量 112mm

平成25年8月25日
・時間最大雨量 54mm
・10分間雨量 24mm
・連続雨量 98mm

青：浸水区域
赤：雨水増補管
及び流域調節池

位置図

被災状況

◇浸水被害の状況
床上浸水 ： 655戸
床下浸水 ：11,663戸

◇整備状況（Ｓ５７）
増補管整備延長： 0.0km

◇浸水被害の状況
床上浸水 ： 2戸
床下浸水 ： 58戸

◇整備状況（Ｈ２５）
増補管整備延長 ：21.7km
（進捗率80％）

：増補管
：流域調節池



公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携



◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 長野県千曲市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・都市公園から流出する雨水を雨水貯留施設（調整池約1,200m3）
へ一時的に貯水することで、下流域への急激な流下と浸水被害の
防止に寄与している。
※戸倉宿キティパーク（都市緑地・千曲市大字戸倉）
平成6年1月1日供用開始・開設面積7.33ha

■課題
・公園区域以外の流域全体の流量は考慮していない。
土砂の堆積は少量であるが、経年による土砂の浚渫が必要となる。

■対策の概要
・公園造成により増加する雨水流出を抑制し、周辺住宅への浸水被害
等軽減を図るため、都市公園に雨水貯留施設（約1,200m3）を設置。

■工夫
・公園最下部に雨水貯留施設を設けることで、雨水の集水区域を広く
確保している。
雨水貯留施設となる調整池堤体前面は植生土のうによる構造とし、
公園としての調和を図っている。

■計画の考え方
・降雨確率30年（133mm/h） 集水面積4.6ha
■経緯
・公園造成後の雨水流出増加分の処理として整備
■対策に至る比較検討など
・雨水流出量増加分の対応として調整池方式を採用

■対策の効果
・公園整備後、公園下流域での浸水被害等の発生はない。

戸倉宿キティパーク
（千曲市大字戸倉）



◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 栃木県宇都宮市

■ 現況と課題

■ 対策検討の経緯と計画の考え方

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・ 令和元年東日本台風の降雨により，河川・下水道の未整備区域での浸水に
加え，一級河川田川や姿川が河川溢水し，市内で甚大な被害が発生した。

■課題
・ 令和元年東日本台風のような降雨に対して，河川からの溢水等を軽減させ
ることが求められている。

・ 近年における市街地の都市化や土地利用の変化に対応するため，更なる雨
水流出抑制対策が必要である。

■対策の概要
・ 基本方針に基づき，東日本台風による浸水被害を早期に軽減するよう，令
和２年７月までに効果を発揮できる事業に早期に着手するとともに，市民
自ら雨水流出抑制に取り組む意識の醸成に繋がる事業を実施した。

【主な取組】
・ 公園等への雨水貯留
⇒ 公園や学校等の公共施設において，貯留・浸透施設を整備し，貯留量
約8,700㎥を確保した。

・ 田んぼダム
⇒ 土地改良区と連携し，現地説明会やアンケート等を実施するなど，多く
の農業者の理解と協力を得たことにより，田んぼダム実施面積180ha，貯
留量約22万㎥を確保した。

・ 市街化区域の民有地における貯留・浸透施設の設置
⇒ 設置費補助金制度を拡充し，民間事業者や集合住宅，駐車場等への雨水
貯留タンク，雨水浸透ます，浸透トレンチの設置を促進した。

■結果
・ 公園等への雨水貯留や田んぼダム，その他の事業を含めて，当初目標とし
ていた貯留量20万㎥を上回る約33万㎥の貯留量を確保した。

■経緯
・ 令和元年１０月 東日本台風による被災
・ 令和２年 ２月 「総合治水・雨水対策基本方針」の策定
・ 令和３年 ５月 「宇都宮市総合治水・雨水対策推進計画」の策定

■基本方針の考え方
・ 河川・下水道整備による，雨水を「流す」取組に加え，新たに雨水を
貯留・浸透させる「貯める」取組，被害軽減を図るための「備える」取
組の３つの柱に基づき，総合的に取り組む。

・ 民有地における雨水貯留施設の設置，田んぼダムなどの「貯める」取
組や避難訓練の実施など「備える」取組といった共助の取組を含め，市
民と協働し雨水対策を実施する。

・ 基本方針に基づき，令和２年７月までに効果を発揮できる取組につい
て先行事業として着手した。

■対策の効果
・ 一級河川田川流域において，令和元年東日本台風時の浸水面積約150ha
に対して，浸水深を最大5㎝程度下げ，浸水面積を約10ha縮小できること
を確認した。

・ 公園等の公共施設における貯留・浸透施設は，局所的降雨等の短時間
降雨に対して雨水流出抑制効果が高いことを確認した。

・ 田んぼダムは，台風など長時間降雨に対し雨水流出抑制効果が高いこ
とを確認した。

■今後の進め方
・ 先行事業の評価や河川特性を踏まえながら，「宇都宮市総合治水・雨水
対策推進計画」に基づき，公園等への雨水貯留や田んぼダム等の対策を推
進していく。

項目 被害件数

床上浸水 ５６３件

床下浸水 ２７４件

河川溢水 ２２件

道路冠水 １６１件

【市内での被災状況】



◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 栃木県宇都宮市

■ 浸水対策 対策状況写真等

■田んぼダムの構造 ■マス設置による田んぼダムの実施状況

排水施設改良
（マス設置）

※YouTubeにて動画公開中 題名：【宇都宮市】田んぼダム

■排水マスの写真

設置状況① 設置状況②

畦畔

畦畔

田面

田面

畦畔



◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 愛知県岡崎市

■ 現況と課題 ■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・岡崎市内を流れる一級河川「鹿乗川」は、
河川改修を進めている最中であり、上流か
らは多くの支川が合流している。

■課題
・岡崎市の鹿乗川上流地区は、鹿乗川へ合流
する支川が多く流れており、降雨時には浸
水や道路冠水の被害が多い。

■対策の概要
・鹿乗川上流地区の浸水被害軽減のため、流域貯留施設を小学校および
中学校の校庭に設置する。
鹿乗川上流地区の矢作中学校、矢作北中学校、矢作北小学校の3校に
設置。
3校合わせて3000㎥以上の調整容量を持つ。

■工夫
・施設計画・経済性・施工性に優れる
プラスチック製貯留槽を採用した。

■計画の考え方
・計画規模は50ｍｍ/ｈ相当降雨（確率年1/5から1/10に相当する降雨）
を下回らないような計画規模とする。

・調整池は学校のグラウンドに配置し、学校敷地内を対象としたオンサ
イト流域とする。

■経緯
・流域貯留施設を設置する3校は、学校敷地が周囲の地盤よりも高いこと
から周囲の排水を導水するオフサイト流域ではなく、学校の敷地内を対
象とするオンサイト流域とした。

■対策に至る比較検討など
・地表面貯留方式も検討したが、学校校舎とグラウンドの高低差が無いこ
とから、小堤タイプでの水路流入が困難であることと、掘り込み式の表
面貯留は、掘削によるグラウンドの利便性や地下水の影響によるグラウ
ンドの排水性が低下する危険があるため地下貯留とした。

■対策の効果

・ 浸水被害の多い地区における、小中学校３校（計3,000㎥以上）
の貯留施設の設置は、鹿乗川上流地区の被害軽減に効果がある
と考えている。

平成20年8月末豪雨

被災状況

位置図

工事状況

矢作北中学校



■ 現況と課題

■ 対策の考え方や対策の経緯

■ 校庭貯留浸透施設の概要

■ 校庭貯留浸透施設の効果

■現況
・寝屋川市の位置する寝屋川流域は、大部分が低地（内水
域）であるため、水害が発生しやすい治水環境にあり、河
川と下水と流域が一体となって総合的な治水対策を進めて
いる。
■課題
・民間開発や公共施設の面整備に伴い流出抑制施設の整備
を進めているが公共による治水対策については学校、公園
等の流出抑制施設の設置可能な公共用地が限られている。

■概要
対象施設：小学校17校、中学校９校（内水域内の小中学校 全26校）
設置年度：平成14年度から令和元年度

→令和元年度の整備完了に伴い、内水域にあるすべての市立小中学校に設置が完了

■工夫
過去の浸水被害状況と排水系統を考慮して、順次整備
経済性を考慮し、オンサイト方式の貯留浸透施設とした。

■計画の考え方
・総合的な治水対策が必要な寝屋川流域では、公共下水道による雨水処理
はもとより、治水安全度のレベルアップに向け、雨水流出抑制施設の整備
を着実に進めていく必要がある。そのため官民問わず積極的に施設整備を
推進し、寝屋川流域の治水対策に取り組んでいる。
■経緯
①内水域にある小中学校施設において設置が完了。
②今後、公共施設の有効利用として
公園貯留浸透施設の設置を予定

■対策の効果
戦後最大降雨である八尾実績降雨（311.2㎜/27時間）に対応する総合的な治水
対策を推進する中で、治水安全度1/20から1/40のレベルアップを図るべく、雨
水の流出を抑制します。

寝屋川市の雨水流出抑制施設進捗状況表（令和２年度末時点）

校庭貯留浸透施設の整備状況（令和２年度末時点）

平成24年８月14日寝屋川市駅前の様子

校庭貯留施設（晴天時） 校庭貯留施設（雨天時）

寝屋川市

貯留量（㎥） 集水面積（ha) 貯留面積（ha) 学校面積（ha)

23,904 30,925 16,357 43,283

施設概要

計画対応降雨及び施設分担

全体

必要量（㎥） 323,000

確保量（㎥） 270,753

現在の確保割合 84%

◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 大阪府寝屋川市



◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■対策の概要
・流域対応施設として、公園、学校、団地等の公共用施設はもとより、民間の
開発に際しても雨水流出抑制施設（貯留・浸透施設等）を設置している。
■工夫
・寝屋川流域協議会を設置し、大阪府、流域市が一体となって一つの治水対策
を進めている。

計画対応降雨及び施設分担

・流域市の対策により、目標の
30％を超える進捗となっており、
浸水対策に効果を発現している。
・今後も、効率的な流域対策を進
めていくため、ため池の活用など
新たな手法も導入し進めていく。

大阪府寝屋川流域

・寝屋川流域はその大部分が低平地であり、流域の約3/4は雨水が自
然に河川に流れ込まない「内水域」であることから、下水道により雨
水を集めポンプで強制的に河川へ排水している。
・また、市街化の進展に伴う雨水流出量の増加により、既存下水管お
よび河川断面の不足が課題となっている。

■計画の考え方
流域住民の暮らしを洪水から守るため、下水道と河川と流域住民が

一体となった総合的な治水対策計画を策定した。
本計画では、戦後最大降雨である八尾実績降雨を計画降雨とし、基

準点における流域高水の流量を2,700m3/sと計画し、地下河川や増
補幹線を新たに計画し、それらによって2,400m3/sまでを排水し、
残りの300m3/sを流域対応施設によって貯留することとした。
■経緯
・平成２年４月「寝屋川流域整備計画」の策定
流域対応施設の目標量を流域市ごとに設定した。

■対策の効果

市  名 
目標量 

(万㎥) 

実績量 

(万㎥) 

進捗率 

（％） 
市  名 

目標量 

(万㎥) 

実績量 

(万㎥) 

進捗率 

（％） 

東 大 阪 市 87.4 23.18 26.5 柏 原 市 4.7 1.03 21.9 

大 東 市 19.6 13.43 68.5 門 真 市 18.1 6.74 37.2 

守 口 市 18.8 5.63 29.9 四 條 畷 市 6.1 10.42 100.0 

八 尾 市 38.5 29.47 76.5 交 野 市 0.9 1.52 100.0 

枚 方 市 6.1 3.59 58.8 大 阪 市 201.0 23.80 11.8 

寝 屋 川 市 32.3 27.08 83.9     

合計 
全 体 計 画 ：  ４３３万㎥   実績量：１４５．８８万㎥  進捗率：３３.７％ 

３００㎥／ｓ 

 

流域対策施設の進捗状況（令和２年度末）寝屋川流域の地形

雨水流出抑制施設イメージ図



◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 兵庫県姫路市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・ 都市化の進行や近年の気候変動による局地的大雨等により、浸水によ
る被害が拡大していることから、流域治水対策の取組をより一層推進
する必要がある。

■課題
・ 流域治水対策の中でも、ため池を活用した雨水貯留は、流出抑制効果
の発揮に有効な取組であり、そのためには、ため池管理者の協力及び効
果的な実施が不可欠である。

■対策の概要
・ ため池の貯水位を一定期間（台風期である９月から１０月）常時
下げ、雨水を貯留する治水活用容量の確保に取り組む。

■工夫
・ 一定期間、常時水位下げを行うため池管理者が放流操作を円滑に
実施できるよう、その活動に係る経費に対して市、兵庫県が助成を
行う。

・ 助成は、永続的に雨水を貯留するためにあらかじめ貯水量を減じる
施設として兵庫県の総合治水条例の「指定貯水施設」として指定する
ことを要件としている。

・ このことにより、ため池管理者と県、市が一体となり流域治水の
取組を行っている。

■対策を行うための工夫の具体的な内容
・助成額はため池１箇所当り35,000円／月で年2か月（70,000円）を上限。
・ため池1箇所につき3年間助成を行う。
・活動内容は、あらかじめ定めた設定水位の水位維持、放流口や堤体等の施設
に異状がないかの点検、浮遊ゴミの収集や放流口の清掃、作業実績や水位等
の記録及び写真撮影等。

・助成の対象期間は令和６年度まで（令和４年度受付終了）
・姫路市内のため池数（※特定ため池）４５４箇所

■対策の効果
・令和２年度末現在の助成件数 ４１件
・助成ため池の雨水貯留量 １９３，５５０㎥

【ため池管理者の活動状況】



◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 福岡県大野城市

■ 浸水対策前の状況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■浸水対策前の状況
・平成11年、平成15年の豪雨により、御笠川周辺で大
きな浸水被害が発生した事から、平成17年度に「浸水
被害緊急改善下水道事業」の採択を受け、当時の既
往最大降雨（67.5mm/hr）に対し浸水被害を軽減
する為の流出抑制施設整備を行った。（平成18～21
年度）

■課題
・大野東１号雨水幹線の降雨時における水位上昇の
抑制
・整備費用のコスト縮減及び整備効果の早期発現

■計画の考え方
・A地区の排水区域内の既存ストック（学校施設）に
流出抑制機能をもたせることで、大野東１号雨水幹
線の水位を下げることを検討した。

■対策検討の経緯
・既存ストック（学校施設）を利用するため、その他整
備手法と比較し、比較的短期間かつ、安価で整備が
可能であった。
・降雨後学校施設に水が貯留した状態が長時間継続
するため、教育機関との事前協議・調整をおこなった。
また、地域防災計画等で避難所となっている場合など、
防災機関との事前協議・調整も実施した。

■対策の効果
・整備以降、浸水被害を軽減している。

■浸水対策の概要
・降雨時、サブグラウンド表面に最大２５ｃｍの貯
留を可能とした。（表面貯留）
・またメイングラウンド地下には、地下貯留槽を設置し
た。

■工夫
・教育機関との協議により、利用頻度の高いメイングラ
ウンド地下には、地下貯留槽を採用し、降雨後の、グ
ラウンド利用に影響が少なくなるよう配慮した。

学校内に設置した施設概要説明看板

■ 浸水対策の効果



◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 福岡県飯塚市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・大谷ため池・三緒浦ため池は
農業用ため池として利用されている。

■課題
・集中豪雨により下流域に水が集まり、
内水氾濫が発生している。

・現況がため池であり、洪水調節施設が無く、
また護岸や低水路等整備が必要である。

■対策の概要
・農業用ため池を調整池として改修するために護岸を整備し、オリフィスと
排水路の整備を行った。また流下速度緩和のために調整池を新設する。

■工夫
・現況が農業用ため池であるため泥土が堆積しており、重機のトラフィカビ
リティーを確保するため池底の地盤改良を行った。
併せて、暗渠排水管を設置し、雨水が池内に滞水しないようにした。

・調整池周辺に家屋や店舗があるため、調整池内に雨水が滞留し続けると生活
環境を損なう恐れがあるため、常時排水用の排水路（低水路）を設置した。

写真
写真
被災状況

■計画の考え方
・10年確率降雨強度に耐えうる洪水調節施設として改修

■経緯
・平成15年、平成21年に発生した集中豪雨により、
下流域である学頭地域において、度重なる浸水被害が
発生している。

■対策に至る比較検討など
・なし

■対策の効果
・平成24年度に本事業が完了し、平成30年7月6日の降雨時に下流域の
浸水被害が軽減されているのを確認した。



井田川を流れる水を久留米大学貯留施設に貯留することで
〇久留米大学御井キャンパス周辺や、下流の東合川地区の浸水被
害の軽減を図る。
〇「下弓削・江川総合内水対策計画」における他の対策と併せて
下弓削川流域の浸水被害軽減を図る。

◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 福岡県久留米市

■ 現況

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・平成30年7月豪雨時においては、支川(下弓
削川)より本川(筑後川)の水位が高い状態が
継続し、逆流防止のため水門を閉鎖した後、
雨が降り続いたことにより内水氾濫が発生
し、久留米大学周辺を含む流域全体で浸水
被害が発生した。

■対策の概要位置図

被害状況写真被害状況写真
被災状況

■計画の考え方
・平成30年7月豪雨を受け、国県市が連携し「下弓削川・江川総合内水対策
計画」を策定し、平成30年7月豪雨と同規模の降雨による床上浸水の軽減
を図る。その対策のひとつとして、久留米大学御井キャンパス内への貯留
施設整備を実施する。

■経緯
・以前から久留米大学御井キャンパス周辺の浸水軽減のため、周辺地への貯
留施設整備や水路改修、バイパス水路整備等の検討を行なっていた。その
ような中、平成30年7月豪雨を受け策定された「下弓削川・江川総合内水
対策計画」において、下弓削川流域の浸水軽減としても久留米大学への貯
留施設整備が有効と位置づけられ、久留米大学との協議でグラウンドを貯
留池として使用するための協力が得られたため実施に至った。

久留米大学御井
キャンパス

③放流渠

①流入渠

②貯留池
貯留量 ２１，８００㎥
グラウンド掘下げ 約２ｍ

井田川

①流入渠
井田川より貯留池
へ雨水流入します。

②貯留池
流入した雨水をグラ
ウンドへ貯留します。

③放流渠
貯留した雨水を井田
川へ放流します。



■現況
・佐賀市の平野部は水路やクリークが張り巡り、干満差の大きい有明海
と脊振山地に囲まれた低平地

・満潮位や河川水位より土地が低く、排水不良を起こしやすい地形的特
性であるため、大雨時に浸水被害が頻発

■課題
・地域ごとにさまざまな形態をなす用排水システムや、地形や土地利用
などの地域特性に応じたきめ細かな対策が必要

◆公園・緑地、校庭、駐車場、水田、ため池等との連携 佐賀県佐賀市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

浸水状況

■計画の考え方
・近年頻発する豪雨による浸水被
害を最小限に留めるには、既存
施設をどれだけ有効に活用でき
るかがポイント

・市内を縦横に巡っている水路や
クリークなどを大雨時に雨水調
整池として機能させ、施設が有
する潜在能力を引き出すことが
重要

・広大な水面を有する佐賀城濠の
貯留機能を利用した流出抑制策
を実施

■対策の概要
・佐賀城濠と城内地区を貫流す
る河川との合流箇所に起伏堰
を設け、これまで連動してい
た両者の水を分離させ、流入
出を人工的に制御することに
より、最大で34,000㎥の貯留
量を創出
■工夫
・貯留量を確実に確保するため、
河川から城濠へ注ぎ込む数箇
所の樋門を閉門、河川からの
流入を遮断

・河川の流末にあるポンプ場と
連携

・起伏堰の遠隔操作化

貯留時通常時

起伏堰

浸水状況

■対策の効果
・城濠の工夫した使い方で、用地確保が困難
な市街地において、雨水調整池を創出でき
た。その結果、費用対効果が高い対策と
なった。

・大雨時に貯留機能を発揮し、周辺及び下流
地域で浸水被害が軽減された。

・周辺地域では、浸水時間が短縮したことに
より、社会活動が早期に再開された。

通常時

道路冠水時

位置図

佐
賀
市

河川

城濠

貯留機能

拡大図



民間事業者との連携



■対策の事例
＜横浜駅西口駅ビル ＪＲ横浜タワー＞
・民間事業者による雨水貯留施設の整備
（補助対象施設 約173.5m3)

■工夫
＜事業費の補助＞
・浸水被害対策区域の指定を行い、
特定地域都市浸水被害対策事業を活用
（国の補助率：最大１／３）

・本市による助成（市の補助率：最大１／３）

◆民間事業者との連携【特定地域都市浸水被害対策事業を活用した雨水貯留施設の整備】 神奈川県横浜市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況（横浜駅周辺地区）
・横浜駅は、１日約230万人が乗降する首都圏有数のターミナルであり、
商業、業務、文化機能等も集積するなど、本市の重要な拠点の一つです。

■課題
・平成16年の台風22号では、市内で最大76.5mm/hを観測し、横浜駅周辺
では溢水した雨水が地下空間へ流入するなど、深刻な浸水被害が発生して
います。

■計画の考え方
・「エキサイトよこはま22」という大規模なまちづくり計画を策定
治水安全度の確保に向け、河川・下水道・まちづくりが連携して浸水対策
を実施

＜まちづくりガイドライン「基本ルール」＞
・駅周辺のセンターゾーンにおける大規模開発（敷地面積5,000m2以上）
において建物敷地内に雨水貯留施設の設置（敷地面積1haあたり200m3
を貯留できる規模）を基本ルールとして位置づけることで、民間事業者と
連携した雨水貯留施設の整備を推進。

■対策の効果（整備目標）
・横浜駅周辺地区については、過去の浸水被害を考慮し、下水道事業による
目標整備水準を10年確率降雨（約60mm/h）から30年確率降雨
（約74mm/h）に引き上げて整備を
進めている。

・本市の浸水対策により30年確率降雨
の整備を実施し、併せて民間事業者
による雨水貯留施設の整備によって、
50年確率降雨（約82mm/h）への
対応を目指している。

図-1. 横浜駅周辺と過去の浸水被害

図-４. 目標整備水準

図-３. 施設イメージ

図-2. 位置図



◆民間事業者との連携【特定地域都市浸水被害対策事業を活用した雨水貯留施設の整備】 神奈川県藤沢市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況と課題
・開発が進む藤沢市遠藤地区では，放流先の一級河川小出川が計画降雨に

対応しておらず，たびたび浸水被害が発生。河川の整備完了は数十年先であ
り開発完了後も浸水被害が発生することが想定された。

■対策の概要
・市が慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス周辺を改正下水道法に基づく浸

水被害対策区域に指定。病院建設に合わせ，特定地域都市浸水被害対策事
業として病院駐車場に雨水貯留施設を病院事業者が整備。整備に対して，
国・市が事業費の1/3をそれぞれ補助（貯留容量1,835m3のうち585m3が
補助対象）。

■計画の考え方
・住民・民間事業者の雨水貯留浸透施設の設置を促進する。

■経緯
・平成26年頃から病院事業が具体化し，平成27年に改正下水道法による

特定地域都市浸水被害対策事業，浸水被害対策区域等の実行可能性調査を実
施。

■対策の効果
・放流先河川の整備に長期間を要し，浸水対策の見通しが立たない中，

民間ストックを活用した効率的な対策が図れた。
・下水道管理者によらない施設整備のため，下水道管理者のストックを

増やさず安価に流出抑制が実施できた。

雨水貯留施設設置位置

完成後イメージ図



◆民間事業者との連携【民間事業者による雨水貯留施設の整備】 東京都区部

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や民間事業者との連携

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策他の効果

■現況
・渋谷駅周辺では100年に一度の大規模再

開

発が進行され、合わせて地下街も拡張

・一方で、駅周辺は谷地形で雨水が流入しや
すく、平成11年に地下街の浸水被害が発生

■課題
・渋谷駅を中心にビル等の建物が密集して
おり、東京都下水道局(以下、下水道局)単独
では浸水対策事業用地の確保や施設整備が
困難

■対策の概要
・渋谷駅東口バスターミナル地下に容量
4000m3の雨水貯留施設を整備

・地下街入口付近に取水人孔を配置し、
豪雨時の雨水流入を防止

・時間50ミリを超えた雨水を貯留

■工夫
・区画整理事業内外で事業者と下水道局
が並行して整備を行い、工程調整を行う
ことで、早期の供用が可能に

・供用開始後も、事業者と連携した広報を
行い、街の安全性の向上をPR

■計画の考え方
・東京都豪雨対策基本方針（平成19年8月策定 東京都）を踏まえ、経営
計画2010(平成22年2月策定 下水道局)にて、渋谷駅（東口周辺）を
浸水被害の影響が大きい大規模地下街として位置付け。対策促進施設
として時間75ミリ対応の雨水貯留施設を計画

■民間事業者との連携
・駅周辺の大規模再開発と連携し、官民連携による施設整備を展開
・渋谷駅街区土地区画整理事業と連携し、事業範囲内の雨水貯留施設及
び取水管、取水人孔は事業者が整備。事業範囲外の取水管、取水人孔
は下水道局で整備

・東京都下水道局は、事業者整備施設及び自己整備の施設を維持管理
・なお、区画整理事業により整備された施設は、土地区画整理法第二条
第２項施設として、地権者負担で整備。（下水道施設整備による容積
率の緩和等は受けていない）

■対策の効果
・令和２年8月末の一部供用開始後、令和３年５月現在まで渋谷駅東口
周辺地下街での浸水被害発生なし

■官民連携の効果
・区画整理事業と連携することで、用地
取得及び工程調整の課題が解消

・完成後の施設のＰＲも官民で行うこと
で、下水道事業の知名度が向上

・下水道施設が街の安全性を高め、魅
力向上に資するものであるという認
識を広めることができた

高低差
約20m

渋
谷
駅

西 東



◆民間事業者との連携【都市計画運用指針の改正による民間事業者による雨水貯留施設の整備】 愛知県名古屋市

■ 現況と課題

■ 経緯・計画の考え方

■ 概要

■ 効果

■現況
・本市ではこれまで、都心部における容積率緩和による民間投資促進の取
り組みはなされていたが、水災害対策の視点での取り組みが無かった。
近年、全国各地で大規模な水災害が発生し、気候変動の影響も指摘され、
都市における水災害対策の必要性が高まっている。

■課題
・開発を行う民間事業者にとっては、雨水流出抑制施設設置といった水災
害対策を実施することに対してのインセンティブがなく、メリットも小
さかったため、水災害対策への協力に対して、消極的にならざるを得な
かった。

・水災害リスクに対して、都市の防災・減災に向けた取り組みを推進する
ためには、公共事業に加えて、民間の建築物における取り組みを促進す
ることが重要である。

■都市計画部局との連携
・都市計画部局と下水道部局が連携して都市の魅力向上といった都市機能
の増進に加え、土地の高度利用の一環として、防災的な視点を含めるこ
ととした。

■概要
・都心部における開発を先行的・重点的
に支援するため、都市再生緊急整備地
域（名古屋駅周辺・伏見・栄地域）を
対象とした。

・雨水流出抑制施設の設置を、まちづく
り構想に基づく地域課題への対応によ
る公共貢献として、容積率緩和の評価
の対象に加えている。

■経緯
・名古屋駅周辺や栄を中心とした都心においては、都市魅力の向上と国際
競争力の強化に資する都市機能の増進と土地の高度利用の促進の必要が
あった。

■計画の考え方
・民間事業者との協働により、
都市機能の増進と土地の高度
利用を促進するため、容積率
緩和制度の一層の活用をして
いく。

■効果
・都市再生緊急整備地域（名古屋駅周辺・伏見・栄地域）内に、都市再生
特別地区を７地区定めた。

・全７地区で容積率緩和の評価として雨水流出抑制施設の設置を評価して
いる。

都市再生緊急整備地域の範囲

都市再生特別地区 ビル名称 雨水貯留槽容量（㎥）

① 名駅四丁目7番地区 ミッドランドスクエア 1,835

② 名駅四丁目27番地区 モード学園スパイラルタワーズ 220

③ ささしまライブ24地区 グローバルゲート 475

④ 名駅一丁目1番地区 ＪＰタワー名古屋、ＪＰゲートタワー 1,526

⑤ 名駅三丁目27番地区 大名古屋ビルヂング 500

⑥ 名駅四丁目10番地区 シンフォニー豊田ビル 610

⑦ 栄四丁目１番地区 中日ビル (計画)約300

容積率の緩和に雨水流出抑制施設の設置を評価した実績



流域保全林等との連携



◆流域保全林等との連携 岐阜県岐阜市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・長良川流域の林業の衰退による森林の荒廃に伴い、森林の保水機能
が低下し、浸水被害の一因になっている。

■課題
・林業の活性化
・長良川上流域の林業関係者のみの努力だけでは、限界がある。

■対策の概要
・長良川の上流域の自治体が土地を提供する。
・長良川下流域の岐阜市は森林整備に必要な費用の負担者となって、
緑を確保し、分収造林事業に取り組む。

■工夫
・森林の緑や長良川の清流を維持するとともに、森林資源の造成を
図る新植・保育等の森林整備を行い、成林後は収入を分収する。

・事業名を共に手をたずさえるという意味で「たずさえの森」と命
名。

位置図

■計画の考え方
・長良川の恩恵を受ける下流域の自治体（岐阜市）が長良川上流域
の自治体と共に手をたずさえながら森林整備を図る。

■経緯
・岐阜県などの支援を受け、岐阜市が長良川上流域の自治体に緑化・
造林事業の協力を依頼したところ大きな理解を得ることが出来た。

・各自治体が森林資源の造成を図るとともに、治山・治水の立場か
ら林業を通じ、友好を深めていくことを目的として昭和57年から
事業を立ち上げた。

■対策の効果
・郡上市、山県市、関市との間で69.88ha
の契約を締結し約17万本の樹木を新植。

・新植から約30年が経過し、植林作業から
枝打、間伐等の育林作業を実施し、森林
の保水機能の維持に努めている。

間伐作業に汗を流す中学生

岐阜県



雨水貯留浸透施設整備の指導や助成制度の導入等



◆雨水貯留浸透施設整備の指導や助成制度の導入等 静岡県静岡市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・都市化の進展により、雨水が地中に浸透する土地の面積が減少
・短時間に多量の雨水が下水道や河川に流れ込み浸水被害が増加

■課題
雨水を地中に浸透させたり、一時的に貯留して徐々に流すことにより、少し
でも自然の水循環システムに近づけ、下水道や河川に流出する雨水を抑制す
ることが必要である。

■対策の概要

■都市計画法に基づく雨水貯留浸透施設の設置
都市計画区域内において、開発行為（市街化区域1,000㎡以上、市街化調整
区域500㎡以上）をする場合に設置する。

■特定都市河川浸水被害対策法に基づく雨水貯留浸透施設の設置
平成21年４月に巴川流域が特定都市河川流域に指定されたため、流域内にお
いて1,000㎡以上の雨水浸透阻害行為をする場合に設置する。

■静岡市雨水流出抑制対策要綱に基づく雨水貯留浸透施設の設置
都市計画区域内で開発行為に該当せず、特定都市河川流域内で1,000㎡以上
の雨水浸透阻害行為にも該当しない施設計画がある場合に設置する。民間施
設は一定規模以上（市街化区域1,000㎡以上、市街化調整区域500㎡以上）
の施設計画が該当するが、公共施設は面積の規定はない。
住宅等に雨水貯留浸透施設を設置する者に対しては補助金を交付する。

■対策の効果

出典：公益社団法人雨水貯留浸透技術協会 雨水貯留浸透施設の設置に関する支援措置のご紹介
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行為後の流出雨水量
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開発行為等における
雨水貯留浸透施設整備の指導

住宅等に設置する
雨水貯留浸透施設に対する助成



◆雨水貯留浸透施設整備の指導や助成制度の導入等 愛媛県松山市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方と助成制度の導入

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・都市化の進展や局地的大雨の頻発など
により、浸水被害のリスクが増大して
いる。

■課題
・計画的な浸水対策事業を実施している
が、施設整備完了までには長い期間と
多くの費用を要する。

■対策の概要
・雨水貯留施設の設置や公共下水道を使用することにより不要となった
浄化槽を雨水貯留浸透施設に転用する者に対し、費用の一部を助成し、
雨水の流出抑制と有効利用を図る。

■工夫
・下水道整備路線の住民説明会において、助成制度を紹介し、普及促進
に努めている。

■計画の考え方
・雨水幹線工事などの大規模な浸水対策と小規模な雨水浸透貯留施設を
組合せて雨水の流出を抑制し、流域全体に一定の効果を発揮する。

■経緯
・公共下水道への接続により不要となった浄化槽を、浸水被害の軽減に
おいて有効活用を検討

■助成制度の導入
・平成13年度 浄化槽の雨水貯留浸透施設への改造に対する費用助成開始
・平成19年度 雨水貯留施設設置に対する費用助成開始

■対策の効果
・令和2年度末で、累計約1,440㎥の雨水貯留効果により、雨水の
流出抑制に寄与している。
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松前町

伊予市

内子町

大洲市

西予市

伊方町

八幡浜市

砥部町
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松山市
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河川部局等との合築



■対策の概要
①下水道施設による対策
・植付排水区における1/10確率降雨までの処理を下水道が担うため、下水道
幹線の流下能力を超過する雨水を貯留施設にて貯留する。
・貯留規模は、約1,500㎥
②河川施設による対策
・流域調節池については、当該貯留施設の排水能力（1/10確率降雨）を上回
る降雨に対し貯留する。
・また、流域調節池は、深野排水区における下水道施設の排水能力を上回る
降雨についても貯留する。
・貯留規模は、約22,000㎥
■工夫
・施設を一体的に整備することにより、経済的に浸水被害の軽減を図る。
・植付排水区における貯留については、植付幹線からの取水を可動堰で段階
的（下水道と河川の区分）に対応した。
・処理場跡地を活用したことで、貯留後の河川排水が容易に行える。
・貯留水の排水については、処理場の既存排水施設を活用した。
・河川部局と連絡調整を密に行い、連携を図った。

◆河川部局等との合築 大阪府東大阪市

■ 現況と課題

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・特定公共下水道宝町処理場跡地を活用
し、河川施設である流域調節池とその上
部に下水道事業による雨水貯留施設を一
体的に整備したもの。（平成19年完成）
■課題
・財産管理区分の明確化
（下水道資産の目的外使用について）
・施設の維持管理区分の明確化

■計画の考え方
・寝屋川流域における総合治水対策として、河川と下水道の施設分担計画上
1/10確率降雨までの処理を下水道が担う。本市では、1/10確率降雨への雨水
レベルアップとして、雨水貯留施設を整備する。
・さらに、下水道施設の排水能力を上回る降雨に対しては、放流施設以外の
内水浸水対策として、河川による流域調節池を整備する。
■経緯
・下水処理場跡地に下水道による貯留施設を検討
・当該集水区内で河川部局が流域調節池の整備候補地を検討していたこと
から連携した整備を模索
・河川による流域調節池と下水道の貯留施設を合築施工
■対策に至る比較検討など
・合築レイアウトについて、下水道施設としての必要用地及び維持管理区分
の観点から一体型・上下２段型・平面並列型の比較検討を行った。

■対策の効果
・H30年7月豪雨では、総合治水対策における、下水道施設・流域調節池・
遊水地の３重のブロックにより、浸水被害を軽減した。

位置図

（晴天時） （平成30年7月6日）

〇平成30年7月豪雨
・総雨量 264.0㎜
・時間最大雨量 28.0㎜
◎浸水被害の報告：0件

〇過去の浸水被害（平成元年9月）
・総雨量 204.0㎜
・時間最大雨量 27.5㎜
◎浸水被害の報告：191件

花園多目的遊水地

被災状況

宝町雨水貯留施設
及び宝町調節池

松原南調節池

花園多目的遊水地

宝町雨水貯留施設
及び宝町調節池



◆河川部局等との合築 広島県広島市

■ 現況と課題

■ 浸水対策の概要

■ 浸水対策の効果

■現況
・広島市安佐南区八木・緑井地区では、5年確率
降雨(46㎜/h)を対象とした雨水整備を進めてき
たが、平成26年8月に発生した集中豪雨(87㎜
/h)により、大規模な土砂災害と広範囲に渡る
浸水被害が発生。

■対策の概要
・貯留管 Φ5,250ｍｍ L≒1,000ｍ
・集水管 Φ350ｍｍ～2,600ｍｍ L≒1,150ｍ
・放流管 Φ2,600ｍｍ～3,000ｍｍ L≒ 550ｍ

■経緯
・当地区では、地区内を流れる普通河川の断面が狭小で、豪雨時に流下能力が不足
するため、内水氾濫対策に加えて、外水氾濫対策を講じる必要があった。

・外水氾濫対策として河川改修(河道拡幅)を実施するには多大な費用を要するため、
河道拡幅に替えて貯留管を計画し、下水道と河川の一体的な運用を図ることとし
た。

■対策の効果
・整備水準を5年確率降雨(46㎜/h)から10年確率降雨(53㎜/h)に引き上げる
ことにより、浸水に対する安全度を向上。

・河川との合築施設として整備することにより、下水道と河川がそれぞれ
別々に施設整備を行うよりもコストを縮減。

■課題
・再度災害防止の観点から、浸水リスクに応じた
整備水準へと見直しが必要。

■計画の考え方
・整備水準を5年確率降雨(46㎜/h)から10年確率降
雨(53㎜/h)に引き上げるとともに、下水道が整備
する雨水幹線に河川の調節池としての機能を付加。

・施設規模は、河川の30年確率降雨により算定し、
下水道の10年確率降雨を上回る部分については、
河川の事業費を充当。
(流量按分により、費用負担割合を設定。）

■工夫
・東西のマンホールに設置した二つのオリフィスにより、放流先河川(一級
河川古川）への効率的な流量制御を実現。

・急勾配の既存(普通)河川から、下流河川の流下能力を超える雨水を取り込む
ために設置する分水施設について、模型実験を実施し、水理機能を検証。

■対策に至る比較検討など
・下水道と河川がそれぞれ別々に施設整備を行うよりも、合築施設として
整備する方が、費用や工期の面で有利となることを確認。

八木･緑井地区

雨水きょ整備
砂防堰堤整備

(国土交通省）

【凡 例】

■ 計画の考え方や対策検討の経緯

【参考】流量割合
下水道 ： 河川
５８ ： ４２


